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市職員の給与・職員数のあらまし
　市民のみなさまに、職員の給与と職員の数について、ご理解をいただける
よう、そのあらましをお知らせします。

お問い合わせ　給与について………人　事　課　�861-7499
職員数について……経営企画室　�861-5033

１人あたり給与費
（給与費/職員数）

給　与　費（千円）
職員数（人）

計期末勤勉手当職員手当給　　料
6,325千円14,308,0563,738,2651,341,6699,228,1222,262

平成19年度予算における一般職員給与費の状況（＊水道・病院会計を除く）

給与は給料、扶養手当など諸手当（退職手当を除く）、期末手当からなっています。

国那　覇　市
区　　　分

２年経過後決定初任給２年経過後決定初任給
182,200円170,200円182,200円170,200円大　学　卒

一般行政職 162,300円151,000円162,300円151,000円短　大　卒
146,700円138,400円146,700円138,400円高　校　卒

初任給の状況 （平成１９年４月１日現在）

歳出総額に占める人件費の割合（平成18年度普通会計決算）
17年度の人件費率18年度の人件費率（B/A）人件費（千円）Ｂ歳出総額（千円）Ａ

19.7％20.5％20,404,01999,811,221
人件費には、一般職員や、市長、副市長、議員などの給料、報酬、各種手当、退職手当、共済費を含んでいます。

経験年数20年経験年数15年経験年数10年区　　　分
364,918円　318,143円276,777円大　学　卒

一般行政職 347,575円　281,400円248,075円短　大　卒
328,975円 －242,360円高　校　卒

経験年数別、学歴別平均給料月額の状況 （平成１９年４月１日現在）

特別職の報酬等の状況 （平成１９年４月１日現在）
市長・副市長および議員の期末手当議員の報酬市長・副市長の給料

　6　月期　1.60月分
12月期　1.75月分　　　合計　　3.35月分
一般職に準じ加算措置があります。

議　長　　　696,000円
副議長　　　628,000円
議　員　　　588,000円

市　長　　　979,000円
副市長　　　804,000円

　地方自治法の改正により、平成１９年度より収入役は廃止になり、助役は副市長となりました。
　市長・副市長や市議会議員の給料・報酬は、「那覇市特別職報酬等審議会」において審議され、市議会
の議決を経て決定されます。行財政改革の一環として市長・副市長の給料を１０％減額支給しています。上
記は減額後の数字です。

医　　師　　職東京都で勤務する職員区　分
地 域 手 当 54人　1　人支給対象職員

15％18％支給率

全　職　種区　　　　　分

特 殊 勤 務
手　　　当

37.2％職員全体に占める手当支給職員の割合
136,800円支給対象職員１人あたり平均支給年額（試算）
41種類手当の種類（手当数）
 医師手当支給額の最も大きい手当

代表的手当の名称
夜間看護等手当支給対象職員が最も多い手当

18　年　度17　年　度支　給　年　度時　間　外
勤 務 手 当
（普通会計）

329,512千円320,390千円支給総額
149千円143千円職員１人あたり支給年額

国那　　覇　　市区　分
�配偶者　……………………　13,000円
�配偶者以外の扶養親族 
　　１人目（配偶者が扶養を受けていない場合）…………………………………　6,500円
　　　　　（配偶者が扶養を受けている場合）……………………………………　6,000円
　　　　　（配偶者のいない場合）…………………………………………………　11,000円
　　２人目から　……………　6,000円
�16歳から22歳の子を扶養　……………………　１人につき月額5,000円を加算

扶 養 手 当

�月額12,000円を超える家賃の支払者
　家賃額により最高 27,000円まで
�持家の世帯主　…………　2,500円（5年間）

�月額12,000円を超える家賃の支払者
　家賃額により最高 27,000円まで
�持家の世帯主　…………………　3,000円

住 居 手 当

通勤距離が2km以上の者に支給
�交通機関（バス等）利用者　………　運賃相当額を支給（最高限度額55,000円）
�交通用具（自動車等）利用者　……　距離により 2,000円～24,500円

通 勤 手 当

職員手当の状況 （平成１９年４月１日現在）

　一般行政職とは、税務職、消防職、企業（上下水道・病院）職や、給食調理員などの技能労務職、幼稚
園教諭などの教育職等を除くすべての職員です。

平均経験年数平 均 年 齢平均給料（俸給）月額職　種（対象者）
18.6年43.3歳338,556円全　職　種（　2,951人）

那　覇　市
20.0年44.1歳343,256円一般行政職（　1,256人）
20.2年41.4歳342,804円全　職　種（286,617人）

国
19.5年40.7歳325,724円一般行政職（166,568人）

職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 （平成１９年４月１日現在）

定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
（１）定員適正化目標（数・率）
　本市は、平成９年から平成１７年までの９年間に３８１人（１１．４％）の職員数を削減。平成１８年４月に策
定された「第２次那覇市経営改革アクションプラン」においては、平成１７年４月～平成２２年４月の間に、
定員を１３７人（４．６％）以上削減し、平成２２年度の職員数を２，８２２人以下にする予定です。

（２）定員適正化手法の概要
　昨年度は、保育所、学校給食業務の民設・民営化や、事務事業の見直しなどにより、公営企業等会計
を除き３０人の定数減となっております。
　次年度以降につきましても、事務事業見直しをはじめ、任用形態（任期付職員など）の見直し、外部
委託・民営化の推進などを通して、計画達成に向け取り組んでまいります。

国那　　覇　　市
計勤勉手当期末手当支給期計勤勉手当期末手当支給期期

末
勤
勉
手
当

2.125月分0.725月1.40月分　6　月期2.125月分0.725月1.40月分　6　月期
2.325月分0.725月1.60月分12月期2.325月分0.725月1.60月分12月期
4.45月分1.45月　3.00月分計4.45月分1.45月3.00月分計

職務級などにより加算措置があります

期末手当及び退職手当の状況 （平成１９年４月１日現在）

勧奨・定年自 己 都 合勤 続 年 数勧奨・定年自 己 都 合勤 続 年 数
退
職
手
当

30.55月分23.5月分勤 続 20 年30.55月分23.5月分勤 続 20 年
41.34月分33.5月分勤 続 25 年41.34月分33.5月分勤 続 25 年
59.28月分47.5月分勤 続 35 年59.28月分47.5月分勤 続 35 年
59.28月分59.28月分最高限度額59.28月分59.28月分最高限度額

定年前早期退職特例措置2%～20%加算

平均勤続年数（年）平均支給額（千円）退職者数（人）区分
期間 勧 奨 等自己都合勧 奨 等自己都合勧 奨 等自己都合

34.111.626,056　4,2828020H17.　4.　1～H18.　3.　31
34.313.425,706　5,99211220H18.　4　.1～H19.　3.　31

退職手当の支給状況

勧奨等には定年退職者を含み、平均支給額は全退職職員の平均です。

計９級８級７級６級５級４級３級２級１級区　　分
部長副部長課長主幹主査主任

主事主事主事標準的な職務
1,25616291616233644011894職　員　数（人）
100.01.32.312.84.926.835.09.47.5構　成　比（％）
100.01.12.013.0028.239.110.75.9１年前の構成比（％）参

考 100.01.31.67.916.917.811.628.114.50.3５年前の構成比（％）

一般行政職の級別職員数の状況 （平成１９年４月１日現在）

那覇市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
平成１７年度に職務級の改正あり。９級→８級
平成１８年度および平成１９年度に、職務級の見直しあり。

主 な 増 減 理 由対前年
増減数

職 員 数部　　門 19年18年
�増員理由①業務増：新庁舎建設準備室の設置、こども政策、
協働のまちづくり推進強化、福祉部門体制強化、住宅政策な
ど　②その他：保育所配置換え　計３９名　�減員理由①事務
の統廃合：福祉システム開発終了、ごみ収集事務の効率化、
新税導入など歳入対策として暫定配置した職員減など　②民
間委託：保育所の民営化　計５０名

△　111,4211,432一般行政部門

�増員理由　総合青少年センターの新設、幼稚園教諭採用な
ど　計２９名　�減員理由①業務の統廃合縮小：やる気・元気
サポート室、青少年センターなどの統廃合、幼稚園、小中学
校の事務の合理化、欠員不補充など　②民間委託：給食セン
ター（運転手・調理員）　計５２名

△　23491514教　育特　別
行　政
部　門

退職補充による増。4271267消　防
�増員理由　定数看護師の比率を高めるための看護師増員、
独立法人化対応、任期付職員の採用など　計４０名
�減員理由　退職不補充　計４名

36476440病　院
公　営
企業等
会　計
部　門

�増員理由　滞納整理業務など業務増　計４名
�減員理由　事務の統廃合縮小（庁舎建設事業の終了など）
および民間委託　計９名

△　5148153水　道

04848下水道
 医療制度改革（国保事業など）に伴う体制強化など109787その他

112,9522,941合　計

部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

（注）　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、
臨時・非常勤職員を除いています。

19年度18年度17年度16年度15年度14年度13年度年度（対前年度比）
部　門

△50△75△72△73△80△101△73減 員

一 般 行 政
396321424383　27増 員
△11△12△51△31△37△18△46差引増減員数
1,4211,4321,4441,4951,5261,5631,581職　 員　 数
△52△35△35△38△29△18△16減 員

特 別 行 政
3315182620911増 員
△19△20△17△12△9△9△5差引増減員数
762781801818830839848職　 員　 数
△13△7△15△15△25△31△1減 員

公営企業等
会 計

542118165133増 員
411431△20△3032差引増減員数
769728714711710730760職　 員　 数

　 （各年４月１日現在）


